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近年は労働力不足が課題ですが、障害者がその能力を活用し就労することは、それらを
解決する一助になると考えられます。また、障害者を企業等で雇用する割合（障害者雇用
率）が上昇していることからも、一層、障害者雇用が促進されていると言えます。

ただ、雇用の実現には、①企業での人材育成や合理的配慮等といった努力と、②就労支
援機関における支援、そして、③自治体による支援機関へのサポート・連携という重層的
支援の展開が非常に大きな役割であると考えます。

障害者雇用の支援対象は、障害者と企業です。障害者が就労でき、雇用が維持でき、収
入を得て希望する地域での生活が維持できるような方策を考えていきたいです。

自立支援協議会専門部会委員や、普通高校における配慮の必要な生徒さんへのサポート
に参加させていただき、合理的配慮の提供等の実践を踏まえながら研究を進めています。

合理的配慮の考え方や事例を用いた検討会、企業等の支援者向けのスキルアップ研修な
どをご依頼いただいてきました。

障害者の希望する生活を支えつつ、支援者へのサポートも考えた活動をともに考えなが
ら、柔軟な発想で実践していきたいと考えています。

• 障害者の就労支援を支える地域づくり考える講
座

• 何が合理的配慮なのか／どう合理的配慮を提供
するかの考え方・実践のためのワークショップ
やツールの開発

• 企業の雇用形態や賃金体系の向上に向けた検討

障害者の雇用形態や賃金体系を研究しています。
また、公務員の経験を活かし、地方自治体との共
同研究契約を結び、以下も実践しています。
• 障害福祉サービス事業所を自治体が支援するな

どの地域の重層的な就労支援の検討
• 相談支援事業所や福祉事務所・保健所等の支援

者に向けた障害者就労支援事業所の選択をサ
ポートするツールの開発

• 就労する知的障害者との余暇支援事業を通した
交流が大学生に与える意識の変容の分析

図２ 余暇支援事業への参加を通して就労する知的障害者との会話による交流が社会福祉学系
大学生に与える意識の変容の全体像（富田,2021）

図 １ 就労支援機関の事業種別による利用時期に関するイメージ（富田,2018）
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